








に関しても不動産市場の調整で景気減速が続くも
のの、政策効果が次第に表れてくる。東南アジア
諸国連合（ASEAN）やインドなど新興国も堅調
に推移する見通しだ。
　足元の米国経済を確認すると、物価上昇率（イ
ンフレ率）の沈静化と景気・雇用情勢の悪化が見
てとれる。物価動向を巡っては、米連邦準備理事
会（FRB）が重視する個人消費支出（PCE）物
価指数のコア指数（食品・エネルギー除く）の上
昇率は、24年７月に前年同月比2.6％だった。
FRB のインフレ目標２％に近づいてきた。
　景気動向に関しては、弱さを示す指標が相次ぐ。
景気の先行指標の１つである製造業の新規受注額
は、前年同月比でプラスとマイナスを繰り返す傾
向がみえる。３カ月移動平均でみると、直近７月
まで小幅ながら２カ月連続でマイナスだ。また、
景気の先行指標の中でも、設備投資の先行指標と
される耐久財の新規受注額（非国防資本財から航
空機除くコア資本財）も７月にわずかながらマイ
ナス（３カ月移動平均）となっており、設備投資
の先行きも楽観できない。

【米国の雇用は大幅に悪化】

　雇用情勢は大幅に悪化している。米労働省が９
月上旬に発表した８月の非農業部門の雇用者増加
数（前月比）は、14.2万人と市場予想（16万人程
度）を下回った。６月分と７月分も下方修正され、

過去３カ月（６～８月）平均の増加数は11.6万人
となり、１年前（23年６～８月平均21.1万人）の
半分近くに落ち込んだ（図表３）。８月の失業率
は4.2％と７月の4.3％から低下したが、労働参加
率（62％台）が新型コロナウイルス禍以前（19年
63％前後）の状況に戻りつつあり、失業率の上昇
圧力は今後強まる可能性が高い。
　こうした状況に鑑み、FRB は利下げ局面に入
る見通しだ。米政策金利は23年７月以降5.25～
5.00％が続いてきたが、24年９月18日、FRB は利
下げを決める見通しだ。利下げは20年３月以来約
４年半ぶりだ。日本経済研究センターの予測（９
月10日時点）では、24年末の FF 金利は4.25～
4.50％とみている。
　米国の利下げ局面入りは米国経済を下支えする。
金融環境はすでに緩和方向に向かっている。シカ
ゴ連銀は資金調達の容易さを測る全米金融環境指
数（NFCI、数値が小さいほど緩和的）を算出し
ている。９月第１週時点の NFCI はマイナス0.57
と低下傾向が続き、21年11月以来の低水準で推移
している（図表４）。企業や個人の資金調達環境
の緩和が設備投資や個人消費にプラスに寄与する
とみられる。
　日本経済研究センターは、24年の米実質成長率
をプラス2.6％と23年（プラス2.5%）並みの成長
を見込む。利下げ効果を織り込み、前回予測（プ
ラス2.4%）からやや上方修正となった。もっとも、
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図表３　米国の雇用者増加数と失業率

（注）米労働省資料を基に日本経済研究センター作成。雇用者増加数は前月比
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図表４　全米金融環境指数

（注）米シカゴ連銀資料を基に日本経済研究センター作成。週次
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図表５　ドイツ Ifo 企業景況感指数

（注）独 Ifo 経済研究所資料を基に日本経済研究センター作成

力強い成長とは言えず、景気減速懸念は依然とし
てくすぶる。

【ユーロ圏は低成長、依然として弱いドイツ経済】

　ユーロ圏では24年６月から利下げ局面に入って
いる。米国同様にインフレ率は低下し、景気動向
も軟化しているためだ。欧州連合（EU）統計局
によると、ユーロ圏消費者物価指数（HICP）の
前年比上昇率は22年秋に10％を超す高インフレを
記録した。足元の2024年８月には2.2％まで下がり、
欧州中央銀行（ECB）の目標２％に接近してい
る。
　景気動向を確認すると、欧州最大のドイツ経済
が依然として弱く、ユーロ圏全体の足を引っ張っ

ている。ドイツ最大のシンクタンクの Ifo 経済研
究所が公表する Ifo 企業景況感指数は、８月時点
で86.6と３カ月連続で低下した（図表５）。
　業種ごとの業況判断（ゼロが「良好」「不良」
の分岐点）をみると、製造業はマイナス17.8とな
り、３カ月連続でマイナス幅を広げた。小売業は
マイナス23.1と７月（マイナス25.4）より改善し
たものの、２カ月連続でマイナス20を下回る低水
準にある。景況感の悪化は設備投資に悪影響を及
ぼす。今後、利下げの効果がどこまで顕在化する
か注視する必要がある。
　日本経済研究センターの予測では、24年のユー
ロ圏の実質 GDP 成長率はプラス0.8％と、前回予
測（プラス0.9％）と同様の低成長が続く見通しだ。
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利下げ効果などにより、23年のプラス0.4％を上
回るものの、設備投資や生産の回復力には不透明
感が強いとみている。

【中国、不動産市場の低迷続く】

　中国経済に関しては、24年の実質 GDP 成長率
はプラス4.9％と23年のプラス5.2％から減速する。
ただし、前回予測（プラス4.7％）からやや上振
れるとみる。
　足元の状況は不動産市場の調整が響く。中国国
家統計局によると、24年１～７月の不動産開発投
資は前年同月比10.2％減と、23年通年（前年比
9.6％減）から減少ペースが加速している。不動
産景気指数（95～105が中程度、105超が好況、95
未満が不況）をみると、７月時点で92.22と、不
況状態が続いている（図表６）。
　不動産部門の動向は企業の景況感にも影響を与
える。国家統計局が発表した８月の製造業購買担
当者景気指数（PMI）は49.1だった。好不況の分
かれ目である50を４カ月連続で下回っている。物
価にも下押し圧力がかかっている。８月の工業生
産者出荷価格の上昇率は、前年同月比でマイナス
1.8％とマイナス圏が続く。
　もっとも、８月の消費者物価指数（CPI）をみ
ると、上昇率はプラス0.6％と徐々にプラス幅を
広げてきており、持ち直しつつある。改善をうか
がわせる指標はほかにもある。先述した不動産景

気指数は不況状態を示しているものの、２カ月連
続で上昇している。中国政府の不動産融資の支援
強化など政策対応が奏功し始める可能性がある。
景気減速は既定路線だが、底堅さは維持される公
算が大きい。

【日本経済、円高で輸出の伸び鈍化】

　日本経済は緩やかな成長が続く見通しだ。24年
度の実質 GDP 成長率はプラス0.6％と、前回予測

（プラス0.2％）を上回る。外需が減少する一方で、
内需が堅調に推移し、成長率全体を押し上げる。
　外需については、財・サービスの実質輸出が24
年度に1.0％増（23年度2.8％増）に鈍化する見通
しだ。インバウンド（訪日外国人）の観光需要が
引き続き増加し、サービス輸出は増加基調だが、
財の輸出が伸び悩む。為替相場の円高・ドル安が
財輸出を抑える。米国で利下げが進む一方で、日
本では利上げ観測がくすぶる。日銀は７月に政策
金利を0.25％に引き上げた。市場参加者の追加利
上げ観測が強まれば、長期金利などの市場金利が
上昇する。日米の長期金利差が縮小したり、また
は実際に政策金利差が縮小したりすれば、円高・
ドル安圧力が強まりそうだ。さらに、堅調な内需
によって財・サービスの輸入が増えるため、輸出
と輸入の両方を踏まえた外需全体の対 GDP 寄与
度はマイナス0.3% ポイント（23年度プラス1.4％
ポイント）と、マイナス寄与に転じる見通しだ。
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図表６　中国の不動産景気指数

（注）中国国家統計局資料を基に日本経済研究センター作成
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図表７　日本の設備投資計画

（注）�日銀短観６月調査。前年度比増減率。企業規模は全規模ベース。「設備投資額」㊧は土地投
資を含み、ソフトウェア・研究開発投資を除く

　内需の増加は企業収益を押し上げる。財務省が
９月上旬に発表した４～６月期の法人企業統計に
よると、全産業（金融・保険業除く）の経常利益
は前年同期比13.2% 増の35兆7,680億円と、四半期
ベースで過去最高だった。４～６月期は円安進行
が輸出企業の収益に大きな恩恵をもたらしたと考
えられるが、内需型企業が原材料などコスト上昇
を製品・サービス価格に転嫁する動きも続いてい
る。
　企業の設備投資も堅調だ。４～６月期の設備投
資額は前年同期比7.4％増えた。生産体制の強化
や DX 関連の投資が引き続き目立つ。日銀の短期
経済観測調査（短観、６月調査）によると、24年
度の設備投資計画（土地投資含む、ソフトウェ
ア・研究開発投資除く）は全規模全産業で23年度
比8.4％増加する。ソフトウェア投資に限定する
と14％増える見通しで、製造業も非製造業も23年
度以上の増加率となる（図表７）。DX 関連投資
は今後も継続的に増えていく見通しだ。日本経済
研究センターの予測では、24年度の実質設備投資
は2.3％増（23年度は0.3% 増）とみている。

【賃上げや経済対策で消費改善】

　内需の大きな柱である家計消費も引き続き拡大
する。民間最終消費支出は2023年度の実質0.6％
減から24年度に実質1.1％増へとプラスに転換す
る見通しだ。

　22年以来の物価高は沈静化の様相を呈している。
コア CPI（生鮮食品除く）の上昇率は24年７月に
2.7％で推移している（図表８）。政府の電気代・
ガス代補助が５月使用分で終了したため上昇圧力
を強めたが、８～10月使用分で再開となり、コア
CPI には再び低下方向に作用する。25年度末には
１％台に低下するとみている。
　物価変動の影響を除いた実質賃金はプラス圏に
浮上した。厚生労働省が算出する実質賃金指数は、
現金給与総額ベースで24年７月に前年同月比プラ
ス0.4％だった。２カ月連続でプラスとなった（図
表９）。６～７月は夏季賞与の増加が賃金全体を
押し上げたため、一時的なプラスとの指摘がある
が、今後、実質賃金はプラスを維持する方向で推
移していくとみられている。24年度は、６月に政
府の所得税減税も実施されている。１人につき所
得税３万円と住民税１万円の計４万円の減税とな
る。こうした賃金上昇や減税は家計消費を拡大さ
せる。内閣府の８月の景気ウォッチャー調査で、
小売・飲食など家計関連業種の従業員らを対象に
した家計動向関連 DI（現状）は、49.0と３カ月
連続で改善した。
　内需全体の GDP 寄与度は23年度のマイナス
0.6％ポイントから、24年度にはプラス0.9％ポイ
ントに上向く見通しだ。前回予測（プラス0.2％
ポイント）から大幅な上方修正となる。
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【リスクは国際情勢、米大統領選は要警戒】

　以上から、日本経済は内需が大きく上振れるこ
とで緩やかな成長が持続する見通しだが、ウクラ
イナ情勢やイスラエル情勢は経済の下振れリスク
となる。世界の資源価格高騰や物流停滞が経済を
下押しする恐れがある。また、11月の米大統領選
もリスクの１つだ。候補者であるトランプ前大統
領も、ハリス現副大統領も、中間層に照準を当て
た経済政策を掲げているが、外交・安全保障政策
が国際情勢にどのような影響を与えるか注視する
必要がある。世界の金融・商品市場を揺るがす事
態となれば、日本経済に負の影響を与えることに
なる。

　日本経済の需給ギャップは足元では依然として
マイナス圏にあり、需要不足の状態が続いている。
日本経済研究センターの予測では、需給ギャップ
は25年にプラスに浮上するが、26年に再びマイナ
スになるとみている。需要不足は物価を押し下げ
る方向に働く。需要がさらに下押しされるような
ら、ディスインフレ（物価上昇ペースの鈍化）を
越えて、デフレ（継続的な物価下落）に戻るリス
クも浮上しかねない。

（※本稿は2024年９月11日時点で入手可能な情報
に基づいて執筆しています）
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図表８　日本の消費者物価指数

（注）総務省資料を基に日本経済研究センター作成。前年同月比変化率
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図表９　名目賃金と実質賃金

（注）�厚生労働省資料を基に日本経済研究センター作成。前年同月比変化率。実質賃金は名目賃金
指数を消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）で除して算出
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寄 稿
個別寄稿

公益財団法人　
福島イノベーション・コースト構想推進機構

ふくしま12市町村移住支援センター

福島12市町村の現状と
ふくしま12市町村移住支援センターの取組

１．福島12市町村の現状

　2011年、東京電力福島第一原子力発電所事故の影響を大きく受けた福島12市町村（南相馬市、田村市、

川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村）は、事故後、

避難指示や制限区域の設定により、住民は長期間にわたって故郷を離れることを余儀なくされ、地域社

会は深刻なダメージを受けました。その後、避難地域は避難指示の解除やインフラの復旧、復興計画の

推進に伴い、これらの市町村では住民の帰還が徐々に進んでいるものの、人口が震災前から大きく減少

し、復興の担い手が不足しているため、新たな移住者を受け入れる取組が積極的に行われています。

２．ふくしま12市町村移住支援センターの設立と目的

　ふくしま12市町村移住支援センター（以下「センター」という。）は、復興庁や福島県が進める12市町

村への移住促進の取り組みを支える組織として2021年７月に設立され、福島イノベーション・コースト

構想推進機構が運営を行っています。センターの設立目的は、全国から移住者を呼び込むため、広域的

な観点から12市町村の住まいや子育てなどの生活環境や仕事などの魅力を全国に向けて発信し、移住希

望者に対する総合的な支援を行うことです。また、センターでは復興と地域の活性化を目指し、12市町

村が実施する移住施策の支援も行っています。

　具体的には、移住希望者に対する相談対応や情報提供、移住体験ツアーの実施、首都圏等での移住者

向けのセミナーの開催などを通じて、移住を希望する人々が安心して新生活をスタートできるよう支援

しています。
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３．センターの具体的な取組

　①センターの運営

　�　センターは福島県双葉郡富岡町に設置され、常勤で15名以上のスタッフが移住推進に関する業務を

行うとともに、外部からのアドバイザーの専門的な助言も活用しています。センターのスタッフは、

12市町村に足を運び、域内の現状や課題を把握することで、移住希望者や自治体等への適切なアドバ

イス・情報を提供しています。

　②相談対応

　�　センターでは、移住希望者からの問い合わせや相談に応じる体制を整備し、相談は、ウェブサイト

や電話・メール・オンライン等を通じて受け付けています。特に、移住に関する不安や疑問に対して

丁寧に対応し、一人一人相談者にあった必要な情報を提供しています。また、相談内容に応じて各市

町村の担当者とも連携し、具体的な支援策を提案しています。

　③移住希望者登録システムの運用

　�　同意を頂いた上で、移住希望者の情報を集約・管理し、効果的な支援を行うためのシステムを運用

しています。このシステムにより、移住希望者の情報を市町村とも共有し、支援の効率化を図ってい

ます。例えば、移住希望者の希望条件に応じた住居や仕事の紹介、イベント情報の提供など、個別ニー

ズに対応した支援を行っています。

　④市町村との連携強化

　�　12市町村毎に担当者を配置して、それぞれが抱える移住に対する課題のヒアリングや、センターか

らの提案等を行っています。また、12市町村及び相談窓口を担う関係機関の移住担当者を招集した会

議を定期的に開催し、情報共有や意見

交換等も行っています。これにより、

各市町村間の連携を強化し、移住施策

の効果を高めています。

　⑤情報発信

　�　センターは、ウェブサイトや映像コ

ンテンツ、インターネット広告等を通

じて、移住関心層へ住まいや仕事など

幅広い分野での情報発信を行っていま

す。また、移住促進のための求人支援 「未来ワークふくしま」
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事業も実施しています。特に、ウェブサイト「未来ワークふくしま」では、各市町村の魅力や住宅・

求人・生活情報、移住者の体験談などを紹介し、移住を検討する人々にとって役立つ情報を提供して

います。

　⑥移住者向け求人情報の発信

　�　移住希望者に対し「地域にどのような魅力的な

仕事があるのか」を知る手段として、センターの

ウェブサイト等を活用して12市町村内の企業等の

求人情報を掲載しています。掲載する事業者には、

採用のための具体的な手段、ノウハウの提供も

行っています。

　�　また、全国で開催される転職フェア等のイベン

トにも積極的に出展し、12市町村における移住者

の求人情報も提供しています。

　⑦起業支援

　�　12市町村に移住して起業を検討している方に対して、伴走サポートを実施し、ビジネスプラン作成

のアドバイス等を通じて「福島県12市町村起業支援金」の申請支援を行っています。また、12市町村

に移住して起業することについて関心を高める為の各種施策として、起業支援金申請説明会、スクー

ル、現地訪問ツアー等の各種イベントを開催しています。

　⑧移住希望者呼び込み

　�　移住希望者の呼び込みを目的として、首都

圏やそれ以外の大都市での移住セミナー、実

際に12市町村を訪問してもらう移住体験ツ

アー等を開催しています。移住セミナーでは、

実際に12市町村に移住して活躍されている方

をゲストに招いて、移住された経緯や生活・

仕事等についてお話を頂いています。また、

移住体験ツアーでは、12市町村において、実

際の生活環境を体験して頂くとともに、先輩

移住者や市町村関係者と交流する機会を設け

ています。

転職フェア

転職フェア

移住への理解を促進するためテレビドラマ制作に協力
写真は、2023年９月にテレビ東京系列で放送された

『姪のメイ』
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問合せ先  �

ふくしま12市町村移住支援センター

電話　0240-23-4315 

Mail　ijyu-shien@fipo.or.jp

ポータルサイト「未来ワークふくしま」　https://mirai-work.life/

４．成果と今後の課題

　センターの移住ポータルサイト「未来ワークふくしま」は年間約100万人の方に見ていただくなど、移

住希望者の問い合わせ件数やシステム登録者数は増加傾向にあります。また、「移住体験ツアー」や「移

住セミナー」への参加者も増加しており、移住希望者の関心が高まっています。また、2023年度までに

12市町村の全てに移住相談窓口が設けられ、相談体制や情報発信が充実してきています。その結果、12

市町村への移住者数はセンター開所前の2020年度は213人であったものが、2021年度436人、2022年度603

人、2023年度839人と着実に増加（「福島県ふくしまぐらし推進課」調べ）しています。

　一方で、課題も多く残っています。特に、12市町村では移住希望者向けの住宅不足があることから、

センターでは12市町村での住宅供給状況や空き家情報の収集等の支援にも取り組んでいるところです。

また、移住された方が長期的に定住していただくため、地域とのコミュニケーションのサポートなどの

環境づくりも必要と考えています。

　引き続き、センターは、移住希望者に対する支援を強化し、福島の復興と地域活性化に向けて取り組

んでいきます。12市町村の魅力を全国に広く伝え、多様な人々が集う、創る、叶えることができるふく

しまを目指して、一層推進していきます。

2023年度移住体験モニターツアーの様子（楢葉町） 2023年度移住セミナー（東京開催）
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第85回「福島県内景気動向調査」
～2024年度上期現況と2024年度下期見通し～

県内企業の現況は、原材料価格高騰や人件費増加で収益は低下
しており、先行きは下降局面が続くもののマイナスが縮小

＜要　旨＞
【自社の業況判断】

１．現状の業況判断
　現況（2024年度上期）BSI（景況判断指数）※は、全産業△13（前期比＋１㌽）とマイナス値となり、
下降局面にあると判断された。製造業・非製造業別にみると、製造業△８（同＋３㌽）、非製造業 
△17（同±０㌽）となった。非製造業は横ばいであるが、製造業は「化学」、「飲食料品」がプラス
値にあることなどからマイナスが縮小した。

２．今後の業況判断
　見通し（2024年度下期）BSIは、全産業△８（同＋５㌽）、製造業＋２（同＋10㌽）、非製造業 
△16（同＋１㌽）と、製造業はプラスに転じ、全産業は下降局面が続くものの、マイナスが縮小した。

【雇用動向】
　2024年７月の雇用過不足 BSIは、全産業で△41と「不足」の回答割合が「過剰」を上回り、不足
感があると判断された。前期（2024年１月）に比べ不足感は弱まったが、非製造業（運輸業など）の
不足感は依然強い。

【賃上げ動向】
　2024年春の賃金について、全産業で賃上げを実施した企業は「定期昇給」、「ベースアップ」、「ベー
スアップ・定期昇給両方」合わせて79.4％となった。ベースアップを実施した企業の割合は合わせて
46.2％と５割近くに上った。

【価格転嫁状況】
　価格転嫁状況は、全産業で「５割以上９割未満」33.6％、 「１割以上５割未満」26.0％、「１割未満」
18.5％となり、製造業で価格転嫁が５割以上の企業は約半数、非製造業は４割に留まっている。

※ �BSI（景況判断指数）とは：Business Survey Index の略。企業経営者の自社企業の業績や業況、
従業員数などの判断・見通しについてアンケートを実施し、上昇と回答した企業の構成比から下
降と回答した企業の構成比を差し引いて算出する。数値がプラスであれば前期と比較して景況が
良化、マイナスであれば前期と比較して景況が悪化と判断する企業が多いことを示す。

調査レポート
とうほう地域総合研究所

研究員
嵐　俊勝
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Ⅰ．自社の業況判断

１．現状の業況判断
　　�　2024年度上期現況は、全産業△13（前期比 +１㌽）とマイナス値となり、下降局面にあると判断

された。製造業・非製造業別にみると、製造業△８（同 +３㌽）、非製造業△17（同±０㌽）となった。
非製造業は横ばいであるが、製造業は業種により差はあるものの、「化学」「飲食料品」がプラス値 
にあることなどからマイナスが縮小した（図表１、２）。

　　◆�製造業：BSI 値は、前期に比べ良化を示すプラス値が「飲食料品」「化学」の２業種で、「紙・紙
加工品」など９業種は前期に比べ悪化を示すマイナス値となった。

　　◆�非製造業：BSI 値は、「サービス業」がプラス値となり、「情報通信」が横ばい、「運輸業」など４
業種がマイナス値となった。

　２．今後の業況判断
　　�　2024年度下期見通しは、全産業△８（前期比＋５㌽）、製造業＋２（同＋10㌽）、非製造業△16（同

+１㌽）で、製造業はプラス値に転じた。全産業は下降局面が続くものの、マイナスが縮小した（図
表１、２）。

　　◆�製造業：BSI 値は、「はん用・生産用・業務用機械」など５業種がプラス値、「木材・木製品」な
ど６業種がマイナス値となった。

　　◆�非製造業：BSI 値は、「その他非製造業」１業種が横ばいとなり、「建設業」など５業種がマイナ
ス値となった。

● 調査要領
１．調査方法　　多項目アンケート調査郵送法・WEB併用
２．調査対象　　県内企業526社
３．回答企業　　302社（有効回答率57.4％）
４．調査時期　　2024年７月
　　　　　　　　（前回調査：2024年１月）
５．調査対象期間
　　2023年度下期：2023年10月～2024年３月期
　　　　　　　　　この期間は ｢実績｣ と記載
　　2024年度上期：2024年４月～2024年９月期
　　　　　　　　　この期間は ｢現況｣ と記載
　　2024年度下期：2024年10月～2025年３月期
　　　　　　　　　この期間は ｢見通し｣ と記載

注：�BSI（ビジネス・サーベイ・インデックス）の計算方法

「上昇」と回答した企業数－「下降」とした企業数
総回答企業数 × 100

　例：総回答企業数200社
　　　「上昇」50社 「不変」80社 「下降」70社

　　　　　　× 100 = △10
　　　　　　　　　　（小数点第１位四捨五入）

50－70
200

業　　　種 回答企業数 構成比
製 　 　 造 　 　 業 132社 43.7％

飲 食 料 品 18    6.0    
繊維・繊維製品 12    4.0    
木 材 ・ 木 製 品 8    2.6    
紙 ・ 紙 加 工 品 7    2.3    
化 学 10    3.3    
窯業・土石製品 6    2.0    
鉄鋼・非鉄金属製品 12    4.0    
はん用・生産用・業務用機械 7    2.3    
電 気 機 械 11    3.6    
情 報 通 信 機 械 1    0.3    
電子部品・デバイス 10    3.3    
輸 送 用 機 械 8    2.6    
そ の 他 製 造 業 22    7.3    

非 　 製 　 造 　 業 170    56.3    
建 設 業 34    11.3    
運 輸 業 11    3.6    
情 報 通 信 4    1.3    
卸 ・ 小 売 業 72    23.8    
サ ー ビ ス 業 38    12.6    
その他非製造業 11    3.6    

全　産　業　計 302    100.0    
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Ⅱ．雇用動向

　１．雇用の過不足BSI
　　�　2024年7月の雇用過不足 BSIは、全産業で△41と「不足」の回答割合が「過剰」を上回り、不足

感があると判断されたが、前期（2024年1月）に比べ不足感は弱まった。
　　�　製造業・非製造業別にみると、製造業△28、非製造業△50とともに不足感があると判断されており、

製造業12業種、非製造業６業種全てにおいて不足感はあると判断された。非製造業は不足感が強く、
「運輸業」△89、「その他非製造業」△70、「建設業」「情報通信」△67となった（図表３）。

図表２　自社の業況判断（上昇・下降）BSI
2022年度上期
実績BSI 値※１

2022年度下期
実績BSI 値※１

2023年度上期
実績BSI 値※１

2023年度下期
実績BSI 値※１

2024年度上期
現況BSI 値※２ 変化幅 2024年度下期

見通しBSI 値 変化幅

全 産 業 △15 △ 6 △ 7 △14（△11） △13（△ 2） 1 △ 8 5
製 造 業 △ 8 △13 △13 △11（△13） △ 8（� 10） 3 2 10

飲 食 料 品 5 △24 △27 0（△32） 28（△ 9） 28 17 △11
繊 維 ・ 繊 維 製 品 △21 △15 △ 8 0（△15） △25（△15） △25 △17 8
木 材 ・ 木 製 品 57 △20 11 △25（△11） △13（� 11） 12 △63 △50
紙 ・ 紙 加 工 品 △60 △33 △38 △43（△50） △71（△25） △28 △14 57
化 学 △21 △18 △13 20（� 0） 30（� 25） 10 40 10
窯 業 ・ 土 石 製 品 △13 △57 △40 0（△40） △33（△60） △33 △17 16
鉄鋼・非鉄金属製品 56 △ 6 27 △ 8（� 0） △ 8（� 36） 0 17 25
はん用・生産用・業務用機械 △33 10 17 14（� 0） △29（� 50） △43 43 72
電 気 機 械 △10 △29 △17 △18（△ 8） △18（� 8） 0 △ 9 9
電子部品・デバイス △10 10 △44 △50（△33） △30（� 44） 20 0 30
輸 送 用 機 械 △47 △55 △11 13（� 0） △13（� 22） △26 △13 0
そ の 他 製 造 業 7 19 △ 9 △18（� 9） 0（� 27） 18 5 5

非 製 造 業 △20 1 △ 2 △17（△ 9） △17（△11） 0 △16 1
建 設 業 △32 △23 △39 △15（△35） △15（△48） 0 △26 △11
運 輸 業 △33 8 △27 △45（△36） △36（△18） 9 △18 18
情 報 通 信 20 0 33 50（� 33） 0（� 33） △50 △25 △25
卸 ・ 小 売 業 △20 3 14 △26（△ 1） △32（△ 4） △ 6 △15 17
サ ー ビ ス 業 △10 18 △ 2 0（△ 2） 13（� 0） 13 △13 △26
そ の 他 非 製 造 業 △17 △14 0 △27（� 0） △ 9（� 0） 18 0 9

※１：再調査した実績、（　）内は前回調査の現況　※２：（　）内は前回調査の見通し

図表１　自社の業況判断BSI 推移
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※2014年度下期～2023年度下期は実績、2024年度上期は現況、2024年度下期は見通し
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Ⅲ．賃上げ動向

　2024年春の賃金について、全産業で「引き上げた（定期昇給）」33.2％、「引き上げた（ベースアップ）」
19.6％、「引き上げた（ベースアップ・定期昇給の両方）」28.6％と、賃上げを実施した企業は合わせて
79.4％であった。「引き上げた（ベースアップ）」「引き上げた（ベースアップ・定期昇給の両方）」を合
わせて、ベースアップを実施した割合は46.2％と、５割近くに上った（図表４）。

図表４　2024年春の賃金について� （単位：％）

引き上げた
（定期昇給）

引き上げた
（ベースアップ）

引き上げた
（ベースアップ・
定期昇給の両方）

引き下げた 変更なし その他

全 産 業 33.2 19.6 26.6 0.3 17.9 2.3
製 造 業 39.4 17.4 28.8 0.0 12.1 2.3

飲 食 料 品 50.0 11.1 16.7 0.0 22.2 0.0
繊 維 ・ 繊 維 製 品 41.7 33.3 8.3 0.0 16.7 0.0
木 材 ・ 木 製 品 62.5 12.5 0.0 0.0 12.5 12.5
紙 ・ 紙 加 工 品 14.3 14.3 57.1 0.0 14.3 0.0
化 学 20.0 30.0 50.0 0.0 0.0 0.0
窯 業 ・ 土 石 製 品 66.7 0.0 16.7 0.0 16.7 0.0
鉄 鋼・非 鉄 金 属 製 品 41.7 33.3 8.3 0.0 16.7 0.0
はん用・生産用・業務用機械 71.4 0.0 28.6 0.0 0.0 0.0
電 気 機 械 18.2 18.2 54.5 0.0 9.1 0.0
電 子 部 品・デ バイス 30.0 10.0 30.0 0.0 20.0 10.0
輸 送 用 機 械 37.5 0.0 62.5 0.0 0.0 0.0
そ の 他 製 造 業 40.9 22.7 31.8 0.0 0.0 4.5

非 製 造 業 28.4 21.3 24.9 0.6 22.5 2.4
建 設 業 29.4 23.5 26.5 2.9 14.7 2.9
運 輸 業 9.1 36.4 18.2 0.0 36.4 0.0
情 報 通 信 25.0 50.0 0.0 0.0 25.0 0.0
卸 ・ 小 売 業 28.2 19.7 31.0 0.0 18.3 2.8
サ ー ビ ス 業 36.8 18.4 13.2 0.0 31.6 0.0
そ の 他 非 製 造 業 9.1 9.1 36.4 0.0 36.4 9.1

図表３　雇用の過不足BSI（過剰・不足）
全　　　体 正社員 パート

2023年 
７月

2024年 
１月

2024年 
７月

2024年 
７月

2024年 
７月

全 産 業 △43 △46 △41 △41 △18
製 造 業 △36 △39 △28 △30 △ 8
飲 食 料 品 △ 5 △ 9 △22 △11 △15
繊 維 ・ 繊 維 製 品 △31 △62 △ 9 △ 8 0
木 材 ・ 木 製 品 △40 △50 △25 △29 △33
紙 ・ 紙 加 工 品 △78 △63 △29 △29 25
化 学 △18 △38 △44 △44 △29
窯 業 ・ 土 石 製 品 △43 △40 △50 △60 △33
鉄鋼・非鉄金属製品 △63 △55 △40 △30 0
はん用・生産用・業務用機械 △60 △60 △71 △71 △33
電 気 機 械 △43 △50 △27 △27 △17
電子部品・デバイス △30 △22 △11 △10 0
輸 送 用 機 械 △27 △44 △25 △43 0
そ の 他 製 造 業 △33 △32 △25 △38 0

非 製 造 業 △49 △51 △50 △51 △24
建 設 業 △66 △50 △67 △65 △12
運 輸 業 △58 △100 △89 △56 △14
情 報 通 信 0 0 △67 △67 0
卸 ・ 小 売 業 △39 △43 △21 △28 △25
サ ー ビ ス 業 △62 △63 △54 △53 △30
そ の 他 非 製 造 業 △38 △30 △70 △73 △29

注：雇用過不足BSI＝過剰－不足。プラスは過剰感、マイナスは不足感を表す。
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Ⅳ．価格転嫁状況

　価格転嫁状況について、全産業で「５割以上９割未満」33.6％、「１割以上５割未満」26.0％、「１割未
満」18.5％となり、製造業で価格転嫁が５割以上の企業は約半数、非製造業は４割に留まっている（図
表５）。

図表5　価格転嫁状況について� （単位：％）

９割以上 ５割以上
９割未満

１割以上
５割未満 １割未満 価格転嫁する

必要はない

全 産 業 10.6 33.6 26.0 18.5 11.3

製 造 業 10.1 38.8 29.5 12.4 9.3

飲 食 料 品 5.3 26.3 42.1 21.1 5.3

繊 維 ・ 繊 維 製 品 25.0 25.0 41.7 8.3 0.0

木 材 ・ 木 製 品 12.5 37.5 12.5 25.0 12.5

紙 ・ 紙 加 工 品 16.7 33.3 16.7 33.3 0.0

化 学 0.0 30.0 50.0 10.0 10.0

窯 業 ・ 土 石 製 品 0.0 33.3 50.0 0.0 16.7

鉄 鋼・非 鉄 金 属 製 品 25.0 50.0 25.0 0.0 0.0

はん用・生産用・業務用機械 28.6 28.6 28.6 14.3 0.0

電 気 機 械 0.0 36.4 54.5 9.1 0.0

電 子 部 品・デ バイス 10.0 20.0 10.0 30.0 30.0

輸 送 用 機 械 0.0 37.5 25.0 0.0 37.5

そ の 他 製 造 業 4.8 38.1 33.3 19.0 4.8

非 製 造 業 11.0 29.4 23.3 23.3 12.9

建 設 業 3.8 30.8 42.3 19.2 3.8

運 輸 業 14.3 28.6 42.9 14.3 0.0

情 報 通 信 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0

卸 ・ 小 売 業 8.9 28.5 37.5 25.0 0.0

サ ー ビ ス 業 11.5 42.3 30.8 11.5 3.8

そ の 他 非 製 造 業 0.0 33.3 16.7 50.0 0.0

※お知らせ
　本調査「第85回　福島県内景気動向調査」について、本誌では一部の項目についてのみ
掲載しております。
　全文については当研究所ホームページ　https://www.tohorc.or.jpでご覧いただけます。

� （担当：嵐　俊勝）
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「はじめる」から「かなえる」へ。福島県では、震災から10年を機に「ふくしまから 
はじめよう」からのバトンを渡す、スローガン「ひとつ、ひとつ、実現する ふくしま」
を策定しました。復興に向けて歩んできた「これまで」と、新しい未来に繋げていく

「これから」と、県民のみなさんひとりひとりの「今」を重ねたメッセージです。

　県企業局は、昭和44年の創立以来、工業団地の整備や企業誘致などにより、県内各地で産業

の基盤整備を推進し、地域社会・経済の振興に大きく寄与してきました。

　現在は、いわき市、相馬市、新地町において、４つの工業用水道を運営し、

安全・安定・安価な工業用水の供給を通じて地域産業を支えています。

　今回は、工業用水道の仕組みと当局の取り組みについて紹介します。
検 索ホームページで詳しい情報を公開しています。

福島県企業局

本県の産業を支える工業用水道について

工業用水ってなに？

　まず皆さんは、工業用水と聞いて何をイメージ

しますか？

　工業用水は、浄化処理はしていませんので飲用

はできませんが、主に工場の冷却用水、洗浄用水、

ボイラー用水、原料用水として利用されており、

「産業の血液」とも呼ばれています。

　また、アクアマリンふくしまといった工場以外

の施設でも利用されており、清掃やトイレ用水、

洗車・散水・噴水などにも活用できます。

　それでは、はじめに工業用水ができるまでのお

話をしたいと思います。

　図１にあるとおり、ダムや河川などの水源地か

ら取水した水は、導水路を通り浄水場へ送られま

す。浄水場において①着
ちゃくすいせい

水井に貯められた水は、

②混和槽にて凝集剤を混和注入し、凝集剤と結合

した水の汚濁物を③沈殿池にて分離沈降させ、処

理された水は④配水池に貯水された後、配水路を

通って工場などへ供給されます。一方、分離した

汚濁物は⑤汚泥槽に集められ、濃縮・乾燥された

後、処分されます。

（ダム・河川など） 【浄水場】

①着水井 ②混和槽 ③沈殿池 ④配水池

工場など

⑤汚泥槽

工業用水ができるまで（図１）
水源地

導水路

配水路

しずく君
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県企業局が管理する４つの工業
用水道について

　次に、当局で所管する工業用水道についてお話

をします。

　当局では、いわき市において磐城工業用水道、

勿来工業用水道、小名浜工業用水道、相馬市・新

地町において相馬工業用水道と４つの工業用水道

を運営しています（表１参照）。

　また、工業用水の給水能力では、合計1,182,700

㎥/ 日で全国第４位、契約給水量では881,196㎥/

日で全国第５位の規模となっています。

磐城工業用水道

　磐城工業用水道は、昭和37年度からいわき市小

名浜地区及び常磐地区に立地する企業に対し工業

用水の供給を開始いたしました。その後、小名浜

臨海工業団地及び鹿島工業団地の立地企業や既存

企業の工場増設などによる工業用水の需要に対処

するため第２期事業が実施されました。

　原水と呼ばれる工業用水の元となる水は、高柴

ダムから取水し、泉浄水場に送られ、処理された

後、化学工業・非鉄金属製造業などの46事業所に

給水しています。

勿来工業用水道

　勿来工業用水道は、いわき市勿来地区の立地企

業に対し昭和39年度から工業用水の供給を開始い

たしました。その後、平成９年度から南台地区の

山田インダストリアルパークへの供給を開始いた

しました。

　原水は、鮫川の表流水をいわき市沼部町の沼部

堰から取水し、そのまま化学工業・紙製造業など

の５事業所に給水しています。

勿来工業用水道

小名浜工業用水道

磐城工業用水道

相馬港

小名浜港

相馬工業用水道

泉浄水場

沼部堰
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小名浜工業用水道

　小名浜工業用水道は、小名浜臨海工業地域にお

ける新規立地企業や既存企業の工場増設などの需

要に対し、工業用水の不足を補うため、昭和44年

度から供給を開始いたしました。

　原水は、小名浜港内から海水を取水し、貝やフ

ジツボなどの付着防止処理をした後、そのまま非

鉄金属製造業・化学工業の４事業所に給水してお

り、全国で唯一、海水を原水として供給している

工業用水道です。

　相馬工業用水道

　相馬工業用水道は、相馬中核工業団地内の立地

企業に対し平成４年度から工業用水の供給を開始

いたしました。

　原水は、飯舘村にある真野ダムから取水し、相 

馬市にある初野浄水場に送られ、処理された後、発 

電所や化学工業などの11事業所に給水しています。

持続可能な社会の実現に向けた
当局の取り組みについて

「産業の血液」の安定供給に向けて

　これまで工業用水道の仕組みなどをお話しして

きましたが、工業用水は企業の生産活動に必要不

可欠なものであり、安定的な供給を維持すること

が、当局の重要な仕事の一つです。

　そのため、給水開始から60年近く経過する施設

県企業局の工業用水道の概要（表１）

工業用水道 磐城
工業用水道

勿来工業用水道 小名浜
工業用水道

相馬
工業用水道うち勿来 うち南台

供給開始年度 昭和37年度 － 昭和39年度 平成9年度 昭和44年度 平成4年度

水源 高柴ダム 鮫川　表流水 小名浜港　海水 真野ダム

契約者数 46 5 3 2 4 11

給水能力
（㎥/ 日） 233,000 290,000 248,100 41,900 625,000 34,700 

契約給水量
（㎥/ 日） 183,296 222,100 182,200 39,900 447,800 28,000 

真野ダム
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問い合わせ先
　福島県企業局　企業総務課　
　電　話：024（521）7572

の維持管理、さらには、近年頻発化・激甚化する

自然災害などへの対応のため、AI などの最新技

術を活用しながら、導水管の更新や複線化工事な

ど、施設の強靱化に取り組んでいます。

カーボンニュートラルの取り組みについて

　泉浄水場があるいわき事業所では、持続可能な

社会実現と経営安定のため、照明の LED 化や高

効率空調設備の更新のほか、太陽光発電設備の設

置や省エネルギー効果の高い換気設備への改修を

行っており、県有建築物の改修では初となる「ニ

アリーゼブ（Naerly ZEB）」の認証を受けました。

　ニアリーゼブとは、自然から直接採取できるエ

ネルギーである一次エネルギーの消費量で75％以

上の削減率の場合に認証されるものですが、いわ

き事業所では79％の削減率となっております。

メールマガジンやインスタグラムについて

　当局の取り組みを皆さんに知っていただくため、

メールマガジン『福島県企業局ニューズレター～

しずく君の冒険～』を発行しているほか、インス

タグラムを開設し、いわき事業所の施設紹介や行

事などについて情報提供しています。

　なお、メールマガジンの配信登録およびインス

タグラムについては、以下の二次元コードからア

クセスしてください。

終わりに

　皆さんには普段、見たり聞いたりすることがない

話でしたが、いかがでしたか。

　当局の工業用水は、海水を使ったり、全国から比

べても極めて安価であるなどの特徴があり、それら

を生かしながら、これからも地域の雇用・経済を支

えるため、安全・安定・安価な工業用水の供給に挑

戦していきます。

　最後まで読んでいただきありがとうございまし

た。

管路の複線化による既設管との接続

メールマガジン インスタグラム

国土交通省告示に基づ
く第三者認証において、
最高ランクの５つ星を
獲得
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１．県内経済動向　（2024年７月の統計資料などを基に取りまとめたものです。）

項　　　　目 今　月　の　動　向 景　況　判　断
変化方向 水　　準

県内経済の景況
民間設備投資の工事費予定額や公共投資などに改善の兆しがみ
られる一方、消費動向や雇用動向に弱さがみられ始めている。
全体的に弱含みで推移しており、引き続き消費動向などを注視
していく必要がある。

消 費 動 向

消費動向は、ドラッグストアは前年比増となったが、百貨店・
スーパーとコンビニも合わせた全体では２年11カ月ぶりに前年
を下回り、弱さがみられ始めている。一方、乗用車販売台数は、
新車と中古車とも前年比増となり、合計で２カ月ぶりに前年を
上回った。

公 共 投 資

公共投資は、公共工事前払保証請負金額が２カ月ぶりに前年を
下回った。ただし前年同月比で教育委員会の発注工事が66億円
減少したが、請負金額は全体として前年同月比△0.4％にとど
まった。水準は大きく下回って推移してきたが、大型工事があ
ることで減少幅は縮小傾向にある。

設 備 投 資

民間非居住用建築着工は、棟数、床面積と工事費予定額はいず
れも前年を上回った。工事費予定額は、前年同月比で「電気・
ガス・熱供給・水道業用」が＋88億円、「製造業用」が＋23億
円と大きく増加したことで、単月で前年同期比91億円の大幅増
となった。

住 宅 投 資
新設住宅着工戸数は３カ月連続で前年を上回った。利用関係別
にみると、「持家」が前年比△17.2％と前年を下回ったが、「貸
家」が同＋71.1％と前年を上回った。「貸家」は４カ月連続で
の前年同月比増となった。

生 産 活 動
鉱工業生産指数は、季節調整済指数が103.9で前月比＋1.3％と
なった。業種別にみると、前月比上昇が「輸送機械工業」（前
月比＋7.7％）など11業種に対し、低下が「食料品工業」（同�
△11.1％）など８業種となり、全体で前月を上回った。

雇 用 動 向

有効求人倍率は季節調整値が1.25倍で前月比＋0.01ポイントと
なった。「サービス職業従事者」や「建設・採掘従事者」など
の職種で求人数が求職者数を大幅に上回っている。雇用保険受
給者実人員は前年比＋9.9％と10カ月連続で前年を上回っており、
１年11カ月ぶりに７千人台となった。

注１：�「変化方向」は前月と比較した現在における景況の変化方向（ ：改善、 ：不変、 ：悪化）を示し、当月と
前月における３カ月加重移動平均の前年同期比を比較して判断。

注２：�「水準」は現在における景況の水準を示し、当月の３カ月加重移動平均値と過去５年間の平均値を比較して判断し
ており、「変化方向」が改善または悪化の場合に、「水準」が必ず変化するわけではない。

　　　なお、公共投資および設備投資は６カ月加重移動平均値による判断。
注３：「景況判断」は、注１および注２の通り、中長期的な指標を基に判断しているため、「今月の動向」と異なる場合がある。
注４：鉱工業生産指数は６月データ。
注５：�鉱工業生産指数の季節調整済指数、有効求人倍率の季節調整値は、月による稼働日数の違い、正月や年度末の決

算などの社会慣習など、季節変動の影響を取り除くことで前月や前々月との比較を可能にしたもの。

県内経済は、設備投資など一部に改善の兆しが�
みられるが、全体的に弱含みで推移している。

〈天気図（水準）の意味〉

晴　　れ 晴れ一部曇り 曇　　り 曇り一部雨 雨

良　　い 悪　　い

福島経済マンスリー

電子ブック版では目次記載の全ての記事をご覧いただけます。
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